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4.  乖離と全要素生産性の変化で1970年代のオイルショック期の変動を説明できるか
本節では、1970年代以降の景気停滞を現実の実質賃金率と労働の限界生産性の乖離や全要素生産
性の変化によって説明できるかを考察する。
まず、1973年の第一次オイルショックに特に着目し、1955－1973年（以下、期間①）を正常な期
間、1973－1980年（以下、期間②）をオイルショック停滞期間とする。
表12は、この 2 期間の成長を資本、労働、全要素生産性に分解したものである。表12（ 1 ）は実
際の国民所得の成長率を用いて説明したものである。また表12（ 2 ）は実質賃金と労働の限界生産
性の乖離がなかった場合の1973年－1980年の仮想的な成長を示している10。
表12（ 1 ）によれば、1955－1973年に平均8.42％と順調に成長してきた経済が、1973－1980年で
はその成長率が2.32％と急激に鈍化したことがわかる。このような成長率の変動はTFPの寄与によ
って説明できると言えるかもしれない。なぜならば1955-1973年の年平均成長率が1973年－1980年
のそれと比較すると、6.10％も低下しており、その低下の半分はTFPが2.52％からマイナス0.88％
へと3.40%低下したことによって説明される。
表12（ 2 ）によれば1973-1980年の平均成長率は6.72％と推計され、オイルショック以降も実質賃
金と労働の限界生産性の乖離がなければ、1.71％のみの低下に留まったと推測される。すなわち現
実値と比較するとオイルショック期の経済成長の低下は非常に軽微なものにとどまった可能性があ
ることを示している。
また労働の寄与度が実際の変化（0.54%）と比較して大きな値（3.22%）となっている。これは
1955－1973年の労働の寄与度と比較しても、1.21%も上昇しておりオイルショック以降の資源配分
が予想以上に非効率であった可能性が示唆される。このことは、仮に資源が効率的に配分されてい
れば、実質賃金の低下により雇用が拡大し労働投入が増大することによって、オイルショック以降
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10　表12（ 2 ）に関して、TFP寄与度、労働の寄与度は第 2 節のあるべき労働需要（ソロー残差）とあるべき国民所得（ソロー残
差）の値、資本の寄与度は現実値を使用してそれぞれ推計した。
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の経済成長率が実際ほど大きく低下しなかったことを意味するであろう。
5.  経済変動の要因は何か
1970年代の経済停滞はソロー残差と賃金と労働の限界生産性の乖離率（実質賃金/労働の限界生
産性－１）によってその大部分を説明することができる。また全期間の景気変動についても、生産
の変動はとりあえずソロー残差で説明できる。では、賃金と労働の限界生産性の乖離とソロー残差
はどのような経済要因によって説明できうるのであろうか。
1970年代の日本経済において、外生的と思われる要因によって変動する農林水産業生産はソロー
残差を変動させるだろう。さらに輸出も海外の需要要因によって変化するときにはソロー残差を変
動させるだろう。またマネーサプライと公的資本形成は政策的な需要ショックと考えている。ソロ
ー残差の計測において稼働率を考慮していないので、これらは需要ショックによって説明できる見
せかけの全要素生産性の変動である。物価およびオイルショックによる石油価格もまた経済に対す
る撹乱要因、産業別の雇用者数の移動比率および職業別就業者数の移動比率は労働市場の効率性を
示すものと考えている11。
以下、賃金と労働の限界生産性の乖離とソロー残差を、農林水産業の国内生産、輸出、マネーサ
プライ（M 2 +CD）、公的資本形成、物価（GDPデフレータ）、石油価格、産業別の雇用者数の移
表12  オイルショック期の経済成長率の低下要因
11　労働市場の効率性を示す 2 つの指標の説明は、原田・中田（2003）を参照のこと。
（ 2 ）実質賃金が労働の限界生産性に等しかったと仮定した場合(λ一定)　
（ 1 ）実際のデータからTFP（ソロー残差）とした場合
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動比率および職業別就業者数の移動比率の 8 変数によって説明できるかどうかを試みた12。またこ
れら変数について、農林水産業の国内生産、輸出、公的資本形成の対数値の階差を図13上、マネー
サプライ、物価、石油価格のそれを図13中(物価とマネーサプライは左目盛り、石油価格は右目盛
り)、図13下は産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動を示した。ここでのアプローチはア
ドホックなものであるが、ファクトファインディングとしての意義があると思われる。
12　使用したデータの詳細については、付表を参照のこと。
図13  推計に用いる変数
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5.1　推計結果
以上の変数によって、実質賃金と労働の限界生産性の乖離率(以下、賃金乖離率)、ソロー残差によっ
て計測された技術進歩率、さらに（現実の実質国内純生産/推計された実質国内純生産－1）を説明
しようとした推計結果が表14である。なお推計で使用した説明変数は、労働市場の効率性を示す 2
指標を除いて、すべて対数値の差分である。
ここで、賃金乖離率に対する各説明変数の符号条件を説明する。マネーサプライおよび物価が上
昇すれば、賃金の下方硬直性によって賃金乖離率が低下すると考えられる。また公的資本形成が増
大すれば、人為的に雇用を維持するため賃金乖離率は上昇すると考えられる。さらに農林水産業生
産すなわち国内の供給、輸出すなわち海外の需要が増大すれば、需要ショックによって賃金が上昇
するであろうが、同時に労働の限界生産性も上昇する。賃金乖離率については判断しがたい。石油
価格の上昇は、労働投入との代替の程度に依存して賃金乖離率に対する波及経路が異なる。すなわ
ち代替がスムーズに行われれば石油価格の上昇によって労働投入が上昇し、他の条件を一定にした
場合労働の限界生産性の低下により乖離は大きくなるが、一方代替がうまく進まなければ供給量の
減少により実質賃金が低下するため、やはり賃金乖離率が大きくなるであろう。また産業別雇用者
数の移動と職業別就業者数の移動は、その値が大きくなるほど労働市場は効率的であると解釈され
るので、賃金乖離率は小さくなるはずである。したがって予想される係数の符号は、マネーサプラ
イ、物価、および産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動がマイナス、公的資本形成と石油
価格はプラス、農林水産業生産、輸出はプラス、マイナス両方がありうると考えられる。
ソロー残差によって計測された技術進歩率、現実の生産と推計された生産との乖離率については、
マネーサプライおよび物価が上昇すれば、賃金、物価の硬直性または需要ショックにより、符号条
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件はプラスである。一方、石油価格の上昇は供給ショックとみなされるので、符号条件はマイナス
となるであろう。公的資本形成の増大は、人為的に実質賃金を高めてマイナスになるが、需要ショッ
クとみればプラスとなる。農林水産業生産と輸出については需要、供給両面からプラスである。産
業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動は、景気変動にプラスの影響があると予想される。し
たがって予想される係数の符号は、マネーサプライ、物価、農林水産業生産、輸出および産業別雇
用者数の移動と職業別就業者数の移動はプラス、石油価格はマイナス、公的資本形成はプラス、マ
イナス両方がありうる。
表14（ 1 ）は技術進歩率を一定として実質賃金と労働の限界生産性の乖離率を説明したものであ
る。全般的に、輸出、マネーサプライ、物価、農林水業国内総生産、産業別雇用者数の移動と職業
別就業者数の移動は、予想された符号条件と一致し、有意にゼロとは異なることが統計的に確認さ
れた。また石油価格あるいは公的資本形成は、実質賃金と労働の限界生産性の乖離率には影響を与
えない。マネーサプライと物価の係数が相対的に大きな水準であることからも、これらの変数が上
昇すれば、賃金の下方硬直性によって実質賃金が低下し、労働の限界生産性との乖離率が小さくな
ることは明らかであると言えるであろう。
表14（ 2 ）は技術進歩率をソロー残差としたときの賃金乖離率を説明したものである。変数の符
号は表14（ 1 ）と同様であるが、全般的に産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動が有意に
マイナスであることがわかる。このことからオイルショック期以降の労働市場の効率性の低下によ
り賃金乖離率が大きくなったと解釈される13。
表14（ 3 ）はソロー残差による技術進歩率を同じ変数で説明した結果である。符号条件について
は、産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動以外の変数はほぼ予想された結果となったが、
マネーサプライ、物価、産業別雇用者数の移動が 5 ％有意水準で棄却されている。したがって、使
用したサンプル期間においてはマネーサプライおよび物価が、景気を刺激する役割を担っていたこ
とが示唆される。
最後に、表14（ 4 ）は現実の生産とλ一定で実質賃金と労働の限界生産性との乖離がなかった
場合の生産との乖離率（現実の実質国内純生産/推計された実質国内純生産－ 1 ）を同じ変数で説
明した結果である。ここでは、すべての説明変数が統計的に有意であるとはいえないものの、符号
条件に関しては労働市場の効率性の 2 つの指標以外の変数は予想されたものと一致している。
以上要約すれば、マネーサプライと物価の変動および産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の
移動が、実質賃金と労働の限界生産性の乖離の変動を引き起こしており、一方、ソロー残差によ
る技術進歩率と現実の生産と推計された生産との乖離の変動に関しては、マネーサプライと物価の変
動が大きな影響をもたらしていると言えるかもしれない。また 2 度のオイルショックを含んだサンプ
ル期間において、石油価格が必ずしも有意な説明力を持ち得ないという点も興味深い結果となった14。
13　産業別雇用者数の移動比率は、1955－1973年期間平均4.7%に対し1974-1980年期間平均では2.3%と大きく低下しており、同様
に職業別就業者数の移動比率も3.8%から2.1%へと低下している（図13参照）。
14　原田・吉岡(2004)では戦後日本経済の成長率の屈折に関して、石油ショックの影響はほとんど見られなかったことを指摘している。
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もちろん、因果関係を逆転させて、生産性の変動が金利を安定化する金融政策のもとでマネーの変
化となったと論じることは可能である。しかし、そのためには、金融政策とは関係のない生産性の
変動や実質賃金と労働の限界生産性の乖離が生じたことを説明しなければならない。しかし、その
ような説明の試みは何らなされていない。
被説明変数：（実質賃金－労働の限界生産性）/労働の限界生産性(λ一定)
被説明変数：（実質賃金－労働の限界生産性）/労働の限界生産性(ソロー残差)
被説明変数：ソロー残差による技術進歩率
表14（ 1 ）　賃金乖離率（λ一定）の説明要因
表14（ 2 ）   賃金乖離率(ソロー残差) の説明要因
表14（ 3 ）  ソロー残差の変化の説明要因
説明変数 統計量
定数項 輸出 M2+CD
公的資
本形成
GDPデ
フレータ
農林水
産業国
内総生
産
石油価
格
産業別
雇用者
数の移
動
職業別
就業者
数の移
動
決定係数
（自由度修
正済み）
標準誤
差
DW比
0.32
5.77
-0.37
-2.10
-7.90
-2.41
-0.19
-0.75
-8.10
-2.50
-0.32
-1.39
0.05
0.98
-3.89
-4.03
0.71 0.06 1.90
0.37
4.92
-0.38
-1.87
-8.42
-2.21
-0.33
-1.12
-8.75
-2.33
-0.22
-0.78
0.07
1.03
-5.23
-2.81
0.62 0.07 1.85
上段：推定値、下段：ｔ値
説明変数 統計量
定数項 輸出 M2+CD
公的資
本形成
GDPデ
フレータ
農林水
産業国
内総生
産
石油価
格
産業別
雇用者
数の移
動
職業別
就業者
数の移
動
決定係数
（自由度修
正済み）
標準誤
差
DW比
0.24
4.48
-0.07
-0.43
-3.43
-1.10
0.29
1.17
-3.18
-1.03
-0.05
-0.25
-0.02
-0.45
-5.39
-5.86
0.68 0.06 1.77
0.26
2.77
-0.13
-0.50
-5.31
-1.12
0.05
0.14
-5.20
-1.11
0.02
0.07
0.02
0.19
-5.45
-2.35
0.26 0.09 0.94
上段：推定値、下段：ｔ値
説明変数 統計量
定数項 輸出 M2+CD
公的資
本形成
GDPデ
フレータ
農林水
産業国
内総生
産
石油価
格
産業別
雇用者
数の移
動
職業別
就業者
数の移
動
決定係数
（自由度修
正済み）
標準誤
差
DW比
0.03
1.87
0.06
1.21
2.27
2.56
0.12
1.78
2.34
2.67
0.12
1.91
-0.01
-0.66
-1.15
-4.42
0.45 0.02 1.49
0.03
1.38
0.04
0.71
1.86
1.58
0.07
0.81
1.90
1.64
0.14
1.60
-0.001
-0.06
-1.15
-2.00
0.04 0.02 0.84
上段：推定値、下段：ｔ値
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被説明変数：(現実の実質国内純生産/推計された国内純生産)　-1
結語
これまでの分析から、以下のようなことが言える。経済成長は、労働と資本の投入と技術進歩に
よって実現される。したがって、成長のためには労働と資本の自由な投入が妨げられるような市場
の歪みがないこと、技術進歩が活発であることが必要である。1970年代のオイルショックによる経
済変動について様々な議論がなされているが、新古典派の成長モデルに基づき、変動がどのような
要因によって引き起こされたかを考察した例は少ない。本稿では新古典派の成長モデルの発想を踏
まえ、特に1970年代の第一次オイルショック期に焦点を当てて、この時期の変動が全要素生産性の
変化あるいは資源配分の非効率などによって生じたのか否かを考察した。
1970年代において、現実の賃金と労働の限界生産性の乖離が大きかった。この乖離を埋めるよう
に労働が投入された場合、労働供給、生産は増大し、資本当たりの労働が増大することによって資
本の利益率も上昇する。本稿では1970年代のオイルショック期の景気停滞が、全要素生産性の変化
とともに実質賃金と労働の限界生産性の乖離がもたらした資源配分の非効率によっても説明されう
ることが示された。1970年代だけでなく、1955年から1980年までの全期間について考えれば、経済
変動をソロー残差の変動によると解釈できる。そこで、賃金と労働の限界生産性の乖離とソロー残
差を農林水産業生産、輸出、マネーサプライ、公的資本形成、物価、石油価格および産業別雇用者
数の移動と職業別就業者数の移動の 8 変数で説明する推計式を計測した。その結果、物価とマネー
サプライの変動がソロー残差の変動を引き起こしており、また実質賃金と労働の限界生産性の乖離
は、物価とマネーサプライに加え、産業別雇用者数の移動と職業別就業者数の移動に示される労働
市場の効率性の低下に起因していたことが明らかとなった。
表14（ 4 ）  現実の実質純国内生産と推計された実質国内純生産との乖離率の説明要因
説明変数 統計量
定数項 輸出 M2+CD
公的資
本形成
GDPデ
フレータ
農林水
産業国
内総生
産
石油価
格
産業別
雇用者
数の移
動
職業別
就業者
数の移
動
決定係数
（自由度修
正済み）
標準誤
差
DW比
-0.07
-1.30
0.30
1.75
4.83
1.49
0.48
1.89
5.23
1.63
0.26
1.12
-0.08
-1.43
-1.79
-1.88
0.17 0.06 1.06
-0.09
-1.33
0.26
1.36
3.47
0.97
0.37
1.35
3.86
1.10
0.24
0.92
-0.05
-0.84
-0.67
-0.38
0.00 0.06 0.65
上段：推定値、下段：ｔ値
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